
■空き家対策に係るこれまでの経過

○国関係 ○長野市関係

○長野県関係

H26.11/27「空家等対策の推進に関する特別措置法」（空家法）公布

H27.2/26 空家法の一部施行（特定空家等関連を除く）

〃 国の基本的指針の告示

H27.5/26 空家法の完全施行

〃 特定空家等ガイドラインの発表

H27.6/15 長野県空き家対策市町村連絡会の設置、連絡会議の開催

（県及び県内全市町村）

・ワーキンググループ会議（at 松本）

○第１回7/30（県､10市､５町） ○第２回9/18 ○第３回10/15

⇒パンフレットの作成ほか

H28.2/8 第２回連絡会議（at 松本）

H28.5/30 長野地域空き家対策地域連絡会の設置

（長野地方事務所､長野市､須坂市､千曲市､坂城町､小布施町､信濃町､

飯綱町､高山村､小川村､建築士会(長野･須高･埴科･更級支部)､建築

士事務所協会 長野支部､長野県解体工事業協会､長野司法書士会､

長野県土地家屋調査士会長野支部､宅建協会長野支部､全日本不動産

協会長野県本部）

○第１回 H28.5/30（現況報告､事例紹介）

○第２回 8/24（所得税控除ほか）

⇒ワーキンググループ協議

○第１回 12/1

○第２回 H29.3/15（特定空家等の判断基準の作成→保留）

H27.8/26 長野県空き家対策支援協議会の設立

（建築士会、建築士事務所協会、解体工事業協会、

司法書士会、土地家屋調査士会、宅建協会、全日

本不動産協会、県市町村連絡会）

H27.11/2 支援協議会に「空き家相談窓口」開設

庁内空家等対策関連 担当者連絡会議（庁内９課）

○第１回 H27.6/9 ○第２回 7/16 ○第３回 8/25 ○第４回 10/1

↓

H28.1/4 空家等対策推進プロジェクトチームの設置（庁内 11 課長）

○第１回検討会 1/12 現状把握、事例紹介

○第２回 2/15 実態調査、情報共有について

○第３回 4/19 各課の課題と対応について

○第４回 5/27 スケジュール案、補助制度ほか

・6/24～8/3 除却･利活用･調査計画ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ のべ 5回

○第５回 10/7 ＷＧ報告、協議会スケジュール案

○第６回 11/22 協議会について、計画の基本方針

○第７回 H29.1/27 実態調査中間報告、意向調査について

○第８回 3/16 公募委員選定

○第９回 4/26 協議会日程、データの情報共有ほか

H29．4/1 建築指導課内に「空き家対策室」を新設

※現時点での主な取組み

・空き家バンク事業（H27～）

・長野市中山間地域空き家改修等補助金（H27～）

➤改修費 100 万円、荷物の整理 10 万円

・移住定住相談デスクの設置（H27）

・まちなかパワーアップ空き店舗等活用事業補助金（Ｈ８～）

➤改修費､改築費､附帯設備設置費

・中心市街地遊休不動産活用事業（H27～）協議会の運営補助

・「ながの門前まちあるき」の開催運営

・建築基準法、あき地清潔保持条例、火災予防条例に基づく是正指導等

・空き家の譲渡所得の 3000 万円特別控除のための確認書交付（H28～）

資料１

長野市空き家実態調査等業務委託

委託期間：平成 28 年７月 20 日から平成 29 年 12 月 28 日

受注者 ：株式会社ゼンリン長野営業所

○ H28 年 9 月～H29 年 1 月：現地調査

○ H29 年 4 月～5月：所有者への意向調査



■平成25年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

表１　　全国、長野県、長野市の比較（H15年～H25年）

全国 53,890,900 6,593,300 12.2 57,586,000 7,567,900 13.1 60,628,600 8,195,600 13.5 12.8

長野県 890,800 148,900 16.7 946,300 183,000 19.3 982,400 194,100 19.8 14.6

長野市 148,090 17,850 12.1 163,880 23,000 14.0 171,870 24,980 14.5 13.1

図２　　空き家の種類別の推移

図１　総住宅数、空き家数及び空き家率の推移 図３　　空き家の建て方と種類（Ｈ25年）
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平成29年２月現在

　　Ａ　　 　　Ａ　　
Ａ＋Ｂ Ａ＋Ｂ

  第一 170 2,802 6% 　小田切 141 445 24%

  第ニ 258 5,333 5% 　芋井　 243 974 20%

  第三 173 3,510 5% 　篠ノ井　 643 16,596 4% ※

  第四 68 1,345 5% 　松代　 614 7,032 8% ※

  第五 78 2,417 3% 　若穂　 298 4,526 6% ※

　芹田 275 12,717 2% 　川中島　 259 10,759 2%

　古牧　　 213 11,229 2% 　更北　　 264 13,462 2%

　三輪　　 262 7,773 3% 　七二会　 199 759 21%

　吉田　　 181 7,171 2% 　信更　　 260 928 22%

　古里　　 131 5,543 2% 　豊野　　 131 3,688 3%

　柳原　　 47 2,791 2% 　戸隠　　 387 1,510 20%

　浅川　　 210 2,830 7% ※ 　鬼無里　 250 679 27%

　大豆島　 86 4,941 2% 　大岡　　 426 544 44%

　朝陽　　 137 6,166 2% 　信州新町 552 1,947 22%

　若槻　　 270 8,189 3% 　中条　　 411 870 32%

　長沼　　 66 914 7%

　安茂里　 396 9,113 4%

　　　　　

 七二会、信更、戸隠、鬼無里、大岡、信州新町、中条　　　　　　

■空家等推計値

　　（不動産物件として管理表示のあるもの、アパート･長屋の空き住戸、県営･市営住宅は除く）　

■調査結果から見る本市の空家等の実態

　・戸建て住宅数の統計値がなく、新設住宅着工や解体など日々変動があり、正確な建物数が

　　把握困難なため、目安として世帯数が住宅棟数に近いと考えて割合を算出。

　　　空家（住宅）割合　＝　空家等Ａ／（空家等Ａ＋世帯数Ｂ）

　　この表から、中山間地域での割合が高いことが分かる。　（大岡、中条、鬼無里地区が特に高い）

　　　→ 中山間地域（浅川､篠ノ井､松代､若穂を除く）　・・・　約２５％

　　　→ 中山間地域以外（浅川､篠ノ井､松代､若穂を含む）・・・約３％

　・国の「Ｈ25年 住宅･土地統計調査」による本市の住宅数は171,870戸。

　　別荘等の二次住宅を除いた空き家は22,480戸で、実質空き家率は13.1％（全国12.8％）

　　このうち賃貸や売却用を除いたその他の住宅は8,500戸で、割合は4.9％と推計されており

　　調査結果と近い数値となっている。

空家等実態調査の結果（暫定値）

　　　　　　※一部が中山間地域

 中山間地域（13支所14地域）：浅川、小田切、芋井、信里、西条、豊栄、保科、

　・平成28年9月～平成29年1月に市内全域の外観目視による現地調査を実施

　・空家等の数は、空家特措法を前提として、「空家等」と推察されるものを含んでいます

　　戸建て住宅のほか事業所、店舗等も含む棟数

地区名
空家等(棟)

Ａ
参考（世帯数）

Ｂ
地区名

空家等(棟)
Ａ

参考（世帯数）
Ｂ

計 8,099 159,503 4.8%

資料３



下記の所在地にある建物について、あてはまる問いにご回答ください。

所在地：長野市○○１丁目００-0

所有者等について
問１ 上記建物等について、最もよく当てはまる番号に○をしてください

1. 自身が所有している（共有を含む）

2. 関係者（家族・親族等）が所有している

３. 遺産分割協議中である

４. 譲渡・売却した この設問で終了です

５. 取り壊して更地にした この設問で終了です

６. その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問２ 所有者（回答者）の年代について、当てはまる番号に○をしてください

1. 40歳代以下

2. 50歳代

3. 60歳代

4. 70歳代以上

建物の現状について 　

問３ この建物の使用状況について、最もよく当てはまる番号に○をしてください

1. 住んでいる（貸し家を含む） この設問で終了です

2. 別荘・セカンドハウス等で使用している

3. 事業用の建物（店舗、事務所、作業所、倉庫など）として使用している

４. 物置等として使用している

５. 使用していない（空き家・空き店舗等である）

６. その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

空き家等に関するアンケート調査票

－1－ 01-001



問４ 問３の使用状況となったきっかけについて、最もよく当てはまる番号に

○をしてください

1. 相続により所有した

2. 転勤となった

3. 親族等と同居した

4. 使用していた者が長期入院した、施設等へ入所した

5. 別に住宅等を建築・購入して住み替えた、別物件を賃貸して住み替えた

6. 賃借人が退去した

7. 別荘・セカンドハウス等として建築・購入した

8. その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問５ 現在の使用状況になってどのくらい経っているか、最もよく当てはまる番号に

○をしてください

1. 1年未満

2. １～3年未満

3. 3～10年未満

4. 10年以上

５. わからない

今後の活用等について
問６ この建物の今後について、最もよく当てはまる番号に○をしてください

1. 売りたい 問８へ

2. 貸したい 問８へ

3. 将来自分または家族が使う 問８へ

4. 子や孫などに活用を任せたい 問８へ

5. 解体したい

6. このまま使用する 問８へ

7. その他 （　　　　　　　　　　　　　） 問８へ

（問６で5．とお答えの方のみお答えください）

問７ 建物解体後の土地について、最もよく当てはまる番号に○をしてください

1. 更地のままにする

2. 駐車場や畑等として使用する

3. 建物敷地として使用する

4. 売りたい

5. 貸したい

6. 未定

7. その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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問８ 長野市では空き家などの利活用に関するサポートを検討しています。

その関係で、この建物について困っていることについて、当てはまる番号に

○をしてください（複数回答可）

1. 今後利用予定がないので、どうしたらよいか分からない

2. 先祖代々の家であり、自分だけでは判断できない

3. 愛着があり他人には貸借、売却できない

４ 荷物が置いたままであり、その処分に困っている

5. 相続について協議中で、自分だけでは決められない

6. 売りたい・貸したいが、どうしたらいいかわからない

7. 売ったり貸したりすることで知らない住民が入居し近所に

迷惑をかけるのではないか心配

8. 解体したいが解体費用の捻出が困難で解体できない

9. 解体して更地になることで固定資産税等が上がる

10. リフォームしないと利用できる状態でない

11. 法規制により建替えや土地の後利用ができない

12. 特になし

13. その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

建物の管理について
問９ 建物（敷地含む）の管理としてどのようなことを行っているか、当てはまる番号に

○をしてください（複数回答可）

1. 建物の定期的な修繕・補修

2. 窓を開けて定期的に空気の入替え

3. 敷地の草刈り、立木の枝払い

4. 周囲の枯草や燃え易い物の除去及び整理整頓

5. 門扉や戸窓の施錠、電化製品のスイッチ、コンセントの確認

6. 特にしていない 問12へ

7. その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問10 問９の管理はどなたが主に行っているか、当てはまる番号に○をしてください

（複数回答可）

1. 自分

2. 親族

3. 近隣住民

4. 不動産業者・管理業者

５. その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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問11 問９の管理の頻度について、最もよく当てはまる番号に○をしてください

1. ほぼ毎週、またはそれ以上

2. ほぼ毎月

3. 年に数回

4. その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問12 長野市では空き家などの管理に関するサポートを検討しています。

建物の管理について困っていることはありますか、当てはまる番号に

○をしてください（複数回答可）

1. お金がかかりすぎる

2. 遠くに住んでいるので十分にできない

3. 年齢・体力的につらい

4. どこに相談してよいかわからない

5. 特になし

6. その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

空き家バンク制度について
問13 長野市の空き家バンク制度（パンフレット参照）について、最もよく当てはまる

番号に○をしてください

1. 内容を知っている

2. 名前を聞いたことがある程度

3. 知らない

（問６で1．又は2．とお答えの方のみお答えください）

問1４ 今後、「空き家バンク」の活用についてどのようにお考えか、最もよく当てはまる

番号に○をしてください

1. 今後登録したい

2. 条件によっては登録したい

3. 登録するつもりはない

4. 制度についてもっと詳しく知りたい

5. わからない

【自由意見】

建物の利用や管理についての疑問や要望などお考えのことがあれば、ご自由にご記入ください

以上で質問は終わりです。

ご協力ありがとうございました。
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平成 28 年度まちづくりアンケート結果【概要版】

１ 調査の目的
市政に対する市民ニーズ、市が実施する事業に対する考え方、意見、満足度などを調査し、今

後の施策の基礎資料とするもの（昭和 57年度から毎年度実施）

２ 調査の概要
調査対象：長野市内に在住の 18 歳以上の男女

標本総数：5,000 人【住民基本台帳から等間隔無作為抽出】※うち外国籍住民 43 人

調査期間：平成 28 年 10 月 25 日（火）から 11 月８日（火）

回収結果：3,132 通

回 収 率：62.6％（平成 27 年度：63.4％）

３ 調査の内容（設問順）
■健康に関すること（保健福祉部 長野市保健所健康課）・・・・・・・・・・・・・Ｐ 3

■公園での犬の散歩について（都市整備部 公園緑地課）・・・・・・・・・・・・・Ｐ 5

■空き家対策について（建設部 建築指導課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 7

■人口減少対策に関わる意識について（企画政策部 人口増推進課）・・・・・・・・Ｐ 9

■行政施策の満足度、優先度などについて【その他】含む※（企画政策部 企画課）・Ｐ10

４ 端数処理

・調査結果の数値は、原則として百分率で表記した。百分率の値は、小数点以下第２

位を四捨五入し、小数点第１位まで表記している。従って、内訳を合計しても 100％

に合致しない場合がある。

・アンケートへの回答は、単数回答と複数回答を求めた設問があり、複数回答を求め

た設問では、比率の合計が 100％を上回る場合がある。

資料５
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結果の概要

空き家増加による懸念 「生活環境の悪化」「防火・防犯上の不安」が約６割

問 10 今後、空き家の増加が見込まれます。お住まいの地域で空き家が発生した（している）

場合、どのような問題が懸念されますか。

空き家の所有 「所有している」は 3.4％、「所有していない」は９割りを超える。

問 11 あなたは現在、市内に空き家を所有していますか。

63.6%

59.9%

49.4%

29.6%

28.4%

24.8%

8.5%

1.8%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

庭木や雑草の繁茂、落ち葉や枝葉の越境など、生活環境の悪化

放火の恐れやごみの不法投棄、不審者の出入りなど、防火・防犯上の不安

害虫の発生、小動物のすみ着きなど、衛生面への不安

建物の老朽化による屋根材や外壁材の飛散

地震時に、建物・塀などの倒壊による隣地への被害、または隣地からの損害

道路への瓦などの落下やブロック塀の倒壊、枝葉のはみ出しによる通行への障害

落書きや窓ガラスの割れなどによる景観の悪化

その他

無回答

所有している

3.4%

所有していな

い

94.9%

無回答

1.7%

空き家対策について
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相続による住宅

「考えているはいるが、まだ話し合っていない」が約３割

問 12 空き家が発生する理由として、相続して取得した住宅がそのまま空き家になること

が多いといわれています。あなたがお住まいの住宅あるいは親の住宅について、家

族で話し合ったことがありますか。

空き家数増加の改善支援 「空き家についての相談に関する支援」が約４分の１

問 13 空き家が増加している現状を改善するためには、どのような支援が必要だと思いま

すか。

危険な空き家の除去

「危険の程度に関わらず、経済的に困窮している人には補助をしてもよい」が約４割

問 14 危険な状態となっている空き家に対する除却費用の補助についてどう思いますか。

12.2%

16.8%

29.3%

20.5%

1.3%

18.3%

1.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

相続や利用方法について話し合って既に決めている

話をしたことはあるが、相続または利用方法については決まっていない

考えてはいるが、まだ話し合っていない

考えたことはない

その他

対象となる住宅がない

無回答

24.1%

19.3%

14.5%

12.5%

11.4%

10.9%

3.5%

3.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

空き家についての相談に関する支援（専門家の派遣や相談会の実施など）

空き家の流通を図るための支援

空き家の管理（庭の草刈り、庭木の剪定・伐採など）に対する支援

空き家を安心して売買するための、専門家による住宅検査費用への支援

空き家の購入者などが改修する場合の支援

個人所有物の財産に対する公的支援は必要ない

その他

無回答
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35.2%

27.6%

18.0%

13.9%

3.1%

2.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

危険の程度に関わらず、経済的に困窮している（所得が一定以下の）人には補助してもよい

危険の程度（周囲への影響）が大きければ補助するべきだ

危険な状態であっても、所得が一定以上ある人には補助するべきではない

個人の所有物の除却に補助するべきではない

その他

無回答



協議会 プロジェクト会議 部長会議等

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

４月

第１回協議会　⇒　市内の空き家に関するデータ（現時点）の提示。各団体が抱える課題や計画に盛り込むべき事項などへの意見･要望の洗い出しを依頼。

第３回協議会　⇒　対策計画（素々案）の概要版を提示。意見交換及び具体的取組みについて協議。（今回の協議を参考に、次回までに計画素案を作成）

第４回協議会　⇒　計画素案の提示。意見交換及びパブコメに向けた修正について協議

第５回協議会　⇒　パブコメの意見及びそれに対する回答の説明。修正計画(案)の提示。

空家等対策計画作成スケジュール

第２回協議会　⇒　実態調査の結果（空き家の分布、市場性、意向調査）の提示。
　　　　　　　　　　　　本市の現状と課題を踏まえ、基本方針を提示。各団体の課題や連携できる取組みなどを発表し協議。

第１回協議会（５月１９日）
議題：協議の進め方・空き家の状況検証と今後の方

第２回協議会（６月２３日）
議題：分析結果、課題・施策の方針について

第３回協議会（７月２１日）
議題：計画（素々案）について

第４回協議会（１０月中旬）
議題：計画（素案）とパブリックコメントについて

第５回協議会（１月中旬）
議題：パブコメの結果と計画(案)の修正について

第９回ＰＴ会議（４月２６日　ＰＭ）
議題：計画策定スケジュールと協議会について

第１０回ＰＴ会議（６月２２日　ＡＭ）
議題：実態調査分析結果。課題と基本方針について

第１１回ＰＴ会議（７月１９日）
議題：計画素々案について

第１２回ＰＴ会議（９月下旬）
議題：計画（素案）について

第１３回ＰＴ会議（１０月下旬）
議題：修正計画（素案）とパブリックコメントについて

第１４回ＰＴ会議（１２月下旬）
議題：パブコメの結果と計画（案）について

第１５回ＰＴ会議（１月下旬）
議題：計画（案）の修正について

主管課長補佐会議（１０／１３）

部長会議（１０／３１）
会派総会（１１／６）

報道記者会見（１１／７）

主管課長補佐会議（１／５）

部長会議（１／３１） 会派総会（２／５）
議題：パブコメ結果と修正案

計画公表（４／１）

パブリックコメント

主管課長補佐会議（７／１４）

部長会議（８／１）
会派総会（８／７）

資料６－１
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長野市空家等対策計画（たたき台）

目次

第一 はじめに

１ 計画の背景

２ 本計画の位置づけと他の計画との関係

３ 計画の対象とする地区及び対象とする空家等の種類

４ 計画期間

第二 空家等の現状と課題

１ 住宅･土地統計調査

２ 長野市の空家等の現状（平成28年度実態調査の結果）

３ まちづくりアンケート、所有者への意向調査等の結果

４ 空家等の課題

第三 空家等対策の基本的な方針

１ 目的

２ 基本的な方針・基本理念

第四 空家等対策の取組み方針

１ 発生の抑制

２ 利活用の促進

３ 適正管理の促進

４ 管理不全の解消（特定空家等に対する措置等）

第五 空家等対策の推進方策

１ 実施体制の整備

２ 計画の検証と見直し

資料編

資料６-２
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２



３



< 計画の位置付け >

第五次長野市総合計画（抜粋）

■基本計画 前期Ｈ29 年度～Ｈ33年度の５年間

本論・・・まちづくりの基本方針

(1) 市民の「幸せ」の実現
(2)「持続可能な」まちづくりの推進
(3)「長野らしさ」の発揮と「まちの活力と魅力」の創出

○分野６ 産業・経済分野

政策３ 特色を活かした商工業の振興

→施策２ 地域の特性が光る商工業の推進

主な取組･･･ ◎中心市街地を中心に、空き店舗、空き家等を活用した出店を支援します。

（商工労働課）

○分野７ 都市整備分野

政策１ いきいきと暮らせる魅力あるまちづくりの推進

→施策３ 多世代のだれもが暮らしやすいまちづくりの推進

現況と課題･･･居住地域では、暮らしやすいまちづくりを引き続き推進するため、増加する空

き家の対応や、だれもが安心して移動できるユニバーサルデザインを取り入れ

た歩道の整備、公共建築物などのバリアフリー化を進める必要があります。

主な取組･･･ ◎空き家に関する相談・指導体制の充実と適正管理や利活用の支援に取り

組みます。（建築指導課、人口増推進課、住宅課、環境政策課、消防局予防課、地

域活動支援課）

（当日資料）

第五次長野市総合計画

長野市都市計画
マスタープラン

長野市立地適正化計画

長野市第三次住宅
マスタープラン

空家特措法

▼

空家等に関する施策の

基本的指針（国）

▼

長野市空家等対策に

関する取り組み方針

長野市まち･ひと・

しごと創生総合戦略

連携

整合

基本構想 H29～H38
基本計画 H29～H33

長野市

空家等対策計画 H29～H38

上位計画

H29～目標年次 H48

上位計画



長野市都市計画マスタープラン（平成 29 年 4 月：抜粋）

第２編 全体都市づくり構想

第１章．都市づくりの理念・目標

目標１：誰もが住みやすく移動しやすいコンパクトな街にする

目標２：都市の資産を上手に使い再生する･･･既存建物などの都市の資産を最大限に活用する

目標３：自然･歴史･文化などの地域特性を活かした長野らしい特色ある地域づくりを図る

第３章．土地利用の方針

１ 土地利用の基本方針

○コンパクトな街の形成のための土地利用の誘導

①集約型都市構造に関する土地利用

②中心市街地の活性化

③多様なニーズに対応する土地利用

④居住機能等の集約誘導･･･ 人口減少の進行などにより、空き家や空き地の増加が予想されること

から、これら既存ストックの有効活用を図り、居住機能の集積を維持する。

２ 土地利用区分ごとの方針

(1)市街地中心部（中心商業・業務複合地）
(2)周辺市街地（複合市街地、一般住宅地）･･･ 特に、高度経済成長期に形成された住宅団地では、

良好な都市のストックを次世代に引き継いでいくために、空き家や空き地対策などを講じる。

(3)市街地縁辺部（専用住宅地、工業地）
(4)平地部の集落（田園居住地）
(5)中山間地域の集落（中山間地域）･･･ 営農意欲や新しい価値観を持った若者世代などの新たな居

住・滞在者の受け入れ環境の整備（空家･遊休農地活用等）や都市部からの交流人口を増加

させるソフト施策（観光･農林業体験等）と必要なインフラ整備を進め、人口減少･高齢化が

進む中山間地域での自然環境とコミュニティの維持を図る。

(6)高原住宅・観光拠点
(7)森林、自然公園等

第３編 地域別街づくり構想（整備方針）

１ 長野駅善光寺口周辺地域（第3､4､5地区）･･･空き家の再利用や、駐車場等の低・未利用地を活用して、都

市機能の誘導を図り、拠点性を高める。

２ 善光寺周辺地域（第1､2地区）･･･空き家などを活用したリノベーション＊まちづくりの推進や、公的不動

産の活用による都市機能の誘導により拠点性を高める。

３ 芹田・安茂里地域

４ 東部地域（古牧､三輪､吉田地区）･･･空き家などを活用したリノベーションまちづくりの推進などにより、

適切な土地利用の更新を図る。

５ 北部地域（豊野､長沼､古里地区）

６ 若槻・浅川地域

７ 千曲川沿川地域（柳原､大豆島､朝陽地区）

８ 川中島・更北地域

９ 篠ノ井地域



１０ 松代・若穂地域

１１ 北部山間地域（芋井､戸隠､鬼無里､浅川の一部）･･･空き家や低・未利用な公共施設等の活用による定住

促進や短期滞在、二地域居住＊などの新しい住み方や滞在方法を支援する。

１２ 西部三間地域（小田切､七二会､信更､大岡，信州新町､中条地区）･･･空き家や低・未利用な公共施設等の活用

による、定住の促進や短期滞在、二地域居住などの新しい住み方や滞在方

法を支援する。

長野市第三次住宅マスタープラン

※ 策定作業中


